
いわて未来づくり機構 令和８年度総会及び第１回ラウンドテーブル 
 

日時 令和８年７月 13 日(月)15:00～17:30 

会場 サンセール盛岡 １階ダイヤモンド 

15:00～15:10 ラウンドテーブル 
１ 開 会 

２ 共同代表挨拶 

３ 議 事 

  ラウンドテーブルメンバーの変更・共同代表の互選 

  令和８年度の作業部会について（復興教育作業部会の廃止） 

 

15:10～15:20 総会 
議 事 

 議案第１号 令和７年度活動実績（案）について 

 議案第２号 令和８年度活動計画（案）について 

 

15:30～17:30 ラウンドテーブル 
１ 講 演 

  「若者や女性に選ばれる地域づくり」（講師 株式会社陽と人 代表取締役 小林 味愛 氏） 

 ～ 休憩 ～ 

２ ディスカッション 

  若者や女性に選ばれる地域づくりに向けて 

３ 閉 会  
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出席者 
 

【講師】 株式会社陽と人 代表取締役 小林 味愛 氏 

 

【ラウンドテーブルメンバー】 

氏  名 所  属 ・ 職  名 

谷 村  邦 久 岩手県商工会議所連合会 会長、みちのくコカ・コーラボトリング株式会社 取締役相談役 

岩 山   徹 一般社団法人岩手経済同友会 代表幹事、株式会社岩手銀行 代表取締役頭取 

米 谷  春 夫 大船渡商工会議所 会頭、株式会社マイヤ 代表取締役会長兼社長 

（山本  欣郎） 岩手大学 学長 

鈴 木  厚 人 岩手県立大学 学長 

達 増  拓 也 岩手県知事 
 

【いわて未来枠（ディスカッション参加者）】 

氏  名 所  属 ・ 職  名 

牛 崎  志 緒 
ジョブカフェいわて 総括責任者、 

富士通 Japan㈱Public＆Education 事業本部 Consulting Office シニアマネージャー 

上 田  彩 果 ＮＰＯ法人 miraito 理事長 
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【企画委員】 

氏  名 所  属 ・ 職  名 
鈴 木  俊 昭 
（ 委 員 長 ） 岩手県立大学 副学長(総務)兼事務局長 

工 藤  直 樹 岩手県商工会議所連合会 専務理事 

小 原   透 株式会社岩手銀行 取締役常務執行役員 

水 野  雅 裕 岩手大学 理事（総務・戦略企画担当）兼副学長 

小 國  大 作 岩手県政策企画部長 
 

【作業部会座長】 

作業部会 氏  名 所  属 ・ 職  名 

かけ橋作業部会 高 橋  伸 也 岩手県ふるさと振興部 県北・沿岸振興室沿岸振興課長 

復興教育作業部会 本 山  敬 祐 岩手大学 教育学部教授 

いわて復興未来塾作業部会 澤 田  彰 弘 岩手県復興防災部 理事兼副部長兼復興危機管理室長 

イノベーション推進作業部会 小 野 寺  重 男 岩手県ふるさと振興部 科学・情報政策室長 
分野間連携による農林水産業

振興作業部会 澤 井   健 岩手大学 理事（研究・地域連携担当）・副学長 
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「復興教育作業部会」の廃止について 
 

岩手大学 

 

１ 背景と目的 

復興教育作業部会においては、「いわての復興教育プログラム」のもと、岩手大学及び岩手県教育委員会が連携

し、「いわての師匠派遣事業」を平成 26年度から継続的に展開してきた。 

本事業の推進により、復興教育に関する取組は県内全域に広く浸透し、令和 7年度には 26件の派遣依頼が寄せ

られ、年度間の受講者数が過去最多を記録するなど、学校における「いわての復興教育」に関する実践に本事業が

一定の貢献をしてきたことがうかがえる。 

「いわての学び希望基金」の使途拡大に伴い、令和 8年度からは復興教育に係る派遣事業が岩手県教育委員会の

事業として一元化されることとなった。令和 7年度より岩手県教育委員会と協議を重ね、「いわての師匠派遣事

業」で培われた成果や知見が岩手県教育委員会による別事業に引き継がれ、より持続的かつ効果的に展開される見

通しが共有された。 

以上のことから、復興教育作業部会はその設置目的を十分に達成し、復興教育の取組が次の段階へと発展する基

盤が整ったものと整理し、本部会については発展的に解消することとしたい。 

 

２ 組織（廃止前） 

 ⑴ 作業部会座長 岩手大学教育学部 准教授 本山 敬祐 

 ⑵ 事務局    岩手大学研究・地域連携部研究・地域連携課 

資料１

あ 



 

 

議案第１号 

 

令和７年度活動実績（案）について 

 
 
 いわて未来づくり機構 会則第７の３（２）により、令和７年度活動実績について、次のとおり
承認を求める。 
 
 
 
 

令和８年７月 13 日 

資料２ 
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いわて未来づくり機構令和７年度実績報告

１ 総会・ラウンドテーブルの開催

内 容

○ 令和６年度実績の報告及び令和７年度活動計画の承認■総会

開催日：R7.7.11 (金)

場所：サンセール盛岡

○ 講演 「アンコンシャス・バイアスを知る、気づく、対処する～ひとりひとりがイキイキと

活躍する組織作りのために～」

(講師：一般社団法人アンコンシャスバイアス研究所 代表理事 守屋 智敬 氏）

○ ディスカッション 「アンコンシャス・バイアスへの認識、今後の展望等について」

■第１回ラウンドテーブル

開催日・場所：同上

○ 作業部会からの活動報告及びディスカッション

① かけ橋作業部会 ② 復興教育作業部会 ③ いわて復興未来塾作業部会

④ イノベーション推進作業部会 ⑤ 地域公共交通作業部会

⑥ 分野間連携による農林水産業振興作業部会

⑦ 少子化対策支援作業部会 ⑧ 地域人材育成作業部会

■第２回ラウンドテーブル

開催日：R7.11.25(火)

場所：アートホテル盛岡

○講演 『ＡＩによる企業の「稼ぐ力」の向上』

(講師：株式会社三菱総合研究所 ＢＡ・ＡＩ事業部門 事業ディレクター 本田 えり子 氏）

○ ディスカッション「AI活用・デジタル化により企業の稼ぐ力を高め、女性や若者から選ば

れる持続可能で人口減少に負けない岩手を実現させる」

■第３回ラウンドテーブル

開催日：R８.２.５(木)

場所：サンセール盛岡
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２ 「北上川バレープロジェクト」アドバイザリーボード
内 容

学生向け講演・出前授業

【岩手大学】

①開催日：令和７年５月27日(火)

②内容：「より良い地域社会 －Society5.0の実現」※

「WADOのビジョンとロボット開発」 （県内企業による講演）

【岩手県立大学】

①開催日：令和７年11月17日（月）

②内容：「より良い地域社会 －Society5.0の実現」※

「北上から世界へ～キオクシア岩手とフラッシュメモリの発展～」（県内企業による講演）

※ ㈱三菱総合研究所 社会インフラ事業本部 都市インフラDXグループ チーフリサーチ
プロフェッショナル 白戸智氏 による講演

■出前授業等で
の講演

展開研究会

①開催日：【第１回】令和７年６月６日(金)

【第２回】令和７年12月15日(月)

【第３回】令和８年３月26日(木) ※第１～３回オンライン開催

②内容：情報共有等（県及び構成市町の取組紹介）

（㈱三菱総合研究所 白戸智氏による、第４次産業革命技術導入の観点からの助言）

■展開研究会

（県とバレーエリア

の16市町で構成）

への情報提供等

■上記のほか、アドバイザリーボード各メンバーから、プロジェクトの推進に係る助言 7



３ 県民運動及び作業部会

主な活動部会名【担当機関】

・ 公募型研究開発事業による研究ステージに応じた開発支援

・科学・イノベーションコーディネーターの配置

・ ｉ-ＳＢ法（分子接合技術）を活用したDX・GX支援、県内企業への試作評価

イノベーション推進
【県】

・ 物資提供・寄付に関するマッチングや、企業研修・大学フィールドワーク活動で

の被災地訪問の調整、県内外学生団体の交流会の実施

・ 公式ホームページやＳＮＳ等により、沿岸地域の様々な復興関連情報を発信

かけ橋
【県】

・ 「『いわての師匠』派遣事業」による講師派遣

※令和８年度からは県教育委員会事業と一本化
復興教育
【岩手大】

・ 復興や地域づくりの担い手の育成と人材のネットワークづくりを推進する「いわ

て復興未来塾」を２回（９月・11月）開催

・震災伝承施設等と地域資源を組み合わせたエクスカーションを実施

いわて復興未来塾
【県】

・ 液晶ディスプレイによるバス運行情報の提供開始

・ CEATEC2025への出展（公共交通乗降管理システムRabiPeoCaをPR）
地域公共交通
【県立大】

・ 「いわて畜産テリトーリオ」構想のブラッシュアップ、本格型申請に向けた研究開

発課題の具体化、共創体制の強化及び持続可能な運営基盤の構築

・ 国立研究開発法人科学技術振興機構「共創の場形成支援プログラム（地域共

創分野・本格型）」への申請

分野間連携による
農林水産業振興
【岩手大】

・ 盛岡・県北地域の町村を対象に、国の少子化対策地域評価ツールを活用した

ワークショップや研修会の開催等、伴走支援を実施

・ 地域経済分析システムを用いた分析手法の研修会やインタビュー調査を実施

少子化対策支援
【県】

・ 小中学校における海辺環境の課題解決授業の実施

・ 高校におけるSDGｓ脱炭素・未来ワークショップ等の実施

・ 盛岡リビングラボ設立キックオフイベントの開催

地域人材育成
【県立大】

４ その他
活動の企画・調整を担う組織として、企画委員会を３回開催。

ＩＬＣなど科学
技術の進展
への対応

復興と新た
な社会基盤
等 の 活 用

人 口 減 少

下における
地 域 の
活 力 維 持

県民運動
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議案第２号  

 

令和８年度活動計画（案）について 

 
 いわて未来づくり機構 会則第７の３（１）により、令和８年度活動計画（案）について、次の
とおり承認を求める。 
 
 
 
 

令和８年７月 13 日 

資料３ 
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作
業
部
会

県
民
運
動

【第４フェーズ目標（2023年度（令和５年度）～2027年度（令和９年度））】

デジタル化やカーボンニュートラルを推進し、持続可能で人口減少に負けない岩手を実現

～お互いに幸福を守り、育てるために～

目
標

いわて未来づくり機構 令和８年度活動計画(案)

少子化対策
支援

地域人材
育成

分野間連携
による農林
水産業振興

地域公共
交通

イノベーショ
ン推進

いわて復興
未来塾

復興教育かけ橋

仕事と子育て
の両立支援に
取り組む企業
に対する支援

「ビヨンド・
“ゼロカーボ
ン”」社会を
担う人材の育
成

分野間連携に
よる地域の持
続可能な農林
水産業の振興

地域の公共交
通のサスティ
ナブル化の推
進

岩手県科学技
術イノベー
ション指針に
基づく岩手型
イノベーショ
ンの推進

復興や地域づ
くりの担い手
の育成及び人
材のネット
ワークづくり

（廃止）

復興支援プロ
ジェクト「い
わて三陸復興
のかけ橋」の
推進

◆「一般事業
主行動計画」
策定に向けた
企業への助
言・指導
◆計画策定義
務化対象企業
の拡大を図る
県条例の制定

◆海辺環境の
課題解決授業、
SDGs脱炭素
未来ワーク
ショップの開
催
◆リビングラ
ボを活用した
地域住民等に
よる課題解決
の実証

◆産学官民に
よる共創ネッ
トワークの維
持・発展
◆「いわて畜
産テリトーリ
オ創造拠点コ
ンソーシア
ム」を核とし、
多様な主体の
参画を促進

◆バス運行情
報提供とその
データ活用、
よりよい情報
提供内容の検
討
◆CEATECへの
出展等による
RabiPeoCa活
用拡大

◆岩手発のイ
ノベーション
創出に向けた
研究開発支援
◆基盤研究段
階から事業化
まで一貫支援

◆いわて復興
未来塾の開催
（２回）

◆復興支援ﾏｯ
ﾁﾝｸﾞの推進
◆復興関連情
報の発信

部
会
名

活
動
方
針

主
な
活
動

復興の推進と、災害などに強く
持続可能で魅力ある地域づくり

安心して生み育て、誰もが
活躍できる社会の実現

ILCなど科学技術の
進展への対応
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情
報
発
信

活動をより効果的に展開していくため、積極的に情報発信を行う。

① 会員団体の総会等を利用した団体構成員等に対する機構の取組内容の周知
② 電子メール等を利用した会員向け情報提供（随時）
③ 機構ホームページからの一般向け情報発信
④ 県民の理解増進を図るため、マスコミへの情報提供の強化

ｱﾄﾞﾊﾞｲｻﾞﾘｰ
ボード

北上川バレープロジェクトの推進に向けた意見、提言をいただき、県と連携して
プロジェクトを推進

① 産業分野・生活分野への第４次産業革命技術の導入の促進に向けた助言
② 高度技術人材の育成に向けた助言

概 要主要行事

・令和７年度実績の報告

・令和８年度活動計画の審議

総会
期日：7/13(月)
会場：サンセール盛岡
議長：（岩銀）岩山共同代表
進行：企画委員長

・講演 「若者や女性に選ばれる地域づくり」

（講師：株式会社陽と人代表取締役 小林 味愛 氏）

・ディスカッション：若者や女性に選ばれる地域づくりに向けて（現状認識や

今後の取組など）

第１回ラウンドテーブル
期日及び会場：同上
進行：（県）小國企画委員

・作業部会の活動報告

・ディスカッション （その時点における重要課題に応じテーマを決定）

第２回ラウンドテーブル
時期：11/13(金)
会場：盛岡市内
進行（岩銀）小原委員

・講演及びディスカッション

（その時点における重要課題に応じテーマを決定）

第３回ラウンドテーブル
時期：2/5(金)
会場：盛岡市内
進行：（岩手大）水野委員

ス
ケ
ジ
ュ
ー
ル
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いわて未来づくり機構 作業部会 

令和７年度実績報告及び令和８年度活動計画 

かけ橋作業部会・・・・・・・・・・・・・・・・・・１ページ 

復興教育作業部会・・・・・・・・・・・・・・・・１１ページ 

いわて復興未来塾作業部会・・・・・・・・・・・・２９ページ 

イノベーション作業部会・・・・・・・・・・・・・３１ページ 

地域公共交通作業部会・・・・・・・・・・・・・・３７ページ 

分野間連携による農林水産業振興作業部会・・・・・４４ページ 

少子化対策支援作業部会・・・・・・・・・・・・・４７ページ 

地域人材育成作業部会・・・・・・・・・・・・・・５４ページ 

参考資料 1 
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いわて未来づくり機構 かけ橋作業部会の実績報告・活動計画 

 

テーマ：「いわて三陸復興のかけ橋プロジェクト」の推進    座長： 高橋 伸也          担当団体 岩手県 

 

報告要旨 

 令和７年度は、従来から実施している物資提供や寄付先等のマッチングのほか、企業や大学との交流拡大につながるマッチング（計８件）を実施した。 

令和８年度は、これまで構築した関係性の強化に引続き取り組むとともに、復興の進展に伴うニーズの変化に応じたマッチングの促進や東日本大震災の風

化防止、さらなる交流の拡大に向けた情報発信に取り組む。 

 

１ 令和７年度の作業部会開催実績・検討内容等 

・令和７年９月17日 第25回作業部会開催 

・ かけ橋作業部会の活動状況について 

・令和８年３月17日 第26回作業部会開催 

・ 令和７年度活動実績（案）について 

・ 令和８年度活動計画（案）について 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

1
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２ 令和７年度の活動に係る成果と課題等の評価 

活動計画 活動状況 活動成果 課題 

(1) 復興支援マッチング 

寄付等のマッチングを行うほか、沿岸地域 

を訪問いただき関係性の創出・交流の拡大 

を図る。 

○ 物資提供や寄付に関してマッチング

を行ったほか、企業研修や大学のフィー

ルドワーク活動等における被災地訪問

の調整や、県内外の学生団体における交

流会の実施等により関係性の強化、交流

の拡大に努めた。 
○ 県ホームページを活用し、令和７年度
の主な支援活動を紹介した。 

【実績（R8.3.31時点）】  

復興支援マッチング：８件 

※詳細は別紙のとおり 

 

 

○ 復興の進展や被災地

に対する認識・ニーズの

変化により、新規創出だ

けでなく関係性を継続

させていくことが必要 

 

○ 東日本大震災の風化

や関心の低下を防ぐた

め、震災を経験していな

い若者世代の取組等に

着目し、マッチングを進

めることが必要 

(2) 復興関連情報の発信 

沿岸地域の復興状況や、三陸地域の魅力を

発信するため、「三陸防災復興プロジェク

ト」の公式ホームページやＳＮＳ（X、

Facebook、Instagram）において、それぞれ

の特性、特徴を踏まえた情報発信を行う。 

○ 三陸防災復興プロジェクト公式ホー

ムページや各種SNSにより、沿岸地域の

様々な復興関連情報を発信し、現地の復

興の姿を継続して発信するとともに、食

や観光資源、イベント情報など三陸地域

の多様な魅力の発信に努めた。 

【実績（R8.3.31時点）】 

ホームページ（アクセス数）：71,422 

Facebook（総リーチ数）：356,401 

X（総インプレッション数）：835,956 

Instagram（総リーチ数）：34,989 

 

３ 令和８年度の活動方針・予定 

(1) 復興支援マッチング  

・ 継続しているマッチング案件については、フォローアップを行い、関係性の強化に努める。 

・  ＣＳＲやＣＳＶ（※）に取り組む企業等と連携し、沿岸地域と企業等の双方向の取組を促進する。 

・ 東日本大震災からの復興の取組や地域課題に興味・関心がある大学生との交流拡大及び新たな関係性の構築に向けた取組を実施する。 

・ 県公式ホームページ、ＳＮＳ等により、復興支援マッチングの状況について発信する。 

(2) 復興関連情報の発信 

・ 三陸防災復興プロジェクト公式ホームページや公式SNS（Facebook・X・Instagram）による復興関連情報や三陸地域の魅力を継続して発信する。 

・ 沿岸地域におけるイベント情報等の相互発信を積極的に実施する等、市町村、振興局及び民間団体等との連携を一層強化する。 

・ 情報の発信にあたっては、各媒体の特性を生かしつつ、検索ワードや閲覧回数の多い投稿を分析し、効果的な発信を行う。 

 

（※）ＣＳＲ：企業が経済活動と並行して、環境保全や地域社会との連携といった社会的な課題に取り組む責任 

ＣＳＶ：企業が持つノウハウを活用して社会の課題解決に貢献し利益も創造する、経済的価値と社会的価値を両立する考え方 

2
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令和７年度のマッチング事例 

【取組事例①】県内外の大学生の交流に係る調整 

１ 復興支援や地域課題の解決に向けた取組等を行う３大学の学生団体（※）が、東日本大震災津波の経験や防災

の取組について学ぶとともに学生同士の交流を深める機会として実施した岩手県沿岸地域での震災・防災学習及

び交流会（R8.3.12-13）にあたり、学習先や行程の調整支援を実施した。 

※兵庫県立大学（学生災害復興支援団体ＬＡＮ）、岩手県立大学（防災復興支援センター学生団体ＦＲＯＭ）、 

横浜国立大学（地域課題実習団体岩手らばーず） 

２ 交流会は、三陸花ホテルはまぎくを会場とし、各団体の取組の紹介や東日本大震災津波をテーマに意見交換を

行った。 

３ 震災・防災学習では、田老学ぶ防災ガイド（宮古市）、いのちをつなぐ未来館（釜石市）で説明を受けた後、

三陸鉄道株式会社「震災学習列車」（釜石駅～盛駅間）を体験した。 

※兵庫県立大学ＬＡＮは、R8.3.11 岩手県東日本大震災津波追悼式に参列し、「祈りの灯火 2026」にボランティ

ア参加した。 

 

【交流会の様子】 【震災学習の様子】

3
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【取組事例②】豊田合成㈱による LED 防犯灯の寄贈 

１ 東日本大震災復興支援の一環として、本県被災地域における「明るく安全な街づくり」のため、継続的に LED 防

犯灯を寄贈いただくにあたり、寄贈先の調整支援を行っている。 

２ 令和７年度は、陸前高田市へ 20 灯、普代村へ 14 灯の計 34 灯を寄贈いただいた。贈呈式は、令和７年 10 月 21

日、陸前高田市役所において開催された。 

 

 

 

 

【陸前高田市、普代村への贈呈式】 【これまでの寄贈実績】

4
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【取組事例③】福岡県大野城市 心のふるさと館からの支援金の寄付 

１ 市民ミュージアム「大野城心のふるさと館」（福岡県大野城市）から、被災地復興支援のための支援金寄付につい

て相談を受け、寄付先の調整支援を実施した。 

２ 調整の結果、沿岸地域で子ども支援に取り組む団体（普代村）への寄付が決定。支援金は、子ども達が使う備品等

の購入費用に充てられた。 

 

 

 

【支援により購入した色鉛筆やライフジャケットを子ども達が使用している様子】 

5
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【取組事例④】滝沢市 IPU イノベーションセンター内企業との交流事業 

令和７年 11 月、内陸・沿岸地域との交流拡大に向けた取組として、昨年度に引き続き、滝沢市 IPU イノベーシ

ョンセンターにおいてセンター内入居企業等を対象に、三陸鉄道株式会社による三陸地域の PR 及び販売会を実施

した。 

 

 

 

【当日の会場の様子】

【イベント PRチラシ】

6
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【取組事例⑤】ブラザー工業株式会社における企業研修の講師調整 

１ ブラザー工業株式会社が、震災の風化防止と災害を自分ごととして考えることを目的として、2019 年から従業員向

けに実施している「東北トークリレー」（オンライン講演会）の開催を支援した。 

２ 調整の結果、令和８年３月２日、釜石シーウェイブス ゼネラルマネージャー 桜庭吉彦氏から「ラグビーを通

じた震災復興」をテーマに講演いただいた。 

３ また３月 11 日には、同社本社工場において、「震災復興応援マルシェ」として岩手県産品等の販売会を実施して

いただいた。 

 

 

【トークリレーの様子】 【東北トークリレー プログラム】

7
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【取組事例⑥】東京大学の体験学習プログラムに係る調整 

１ 本県・東京大学の包括連携協定に基づく取組の一環として、同学「体験活動プログラム Hands-on Activities」に

よる本県沿岸地域の体験活動プログラム立案に係る調整支援を実施した。 

２ 調整の結果、令和７年８月 19 日から 22 日までの間、三陸鉄道リアス線とみちのく潮風トレイルを通して三陸地域

の今を体験するとともに、持続的な三陸地域の振興に向けて地域住民との意見交換を行った。 

 

 

 

【地域の料理体験（サーモン捌き）の様子】 【地域の方との交流】

8
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【取組事例⑦】名城大学の復興支援活動・フィールドワーク 

１ 名城大学が、「学びのコミュニティ創出支援事業」の一環として 2017 年度から実施している復興支援のチャリテ

ィー販売（収益を被災地に寄付）やフィールドワークの実施に係る調整支援を実施した。 

３ 調整の結果、令和７年９月 13 日から 16 日までの間のフィールドワークでは、釜石市の震災遺構や橋野鉄鉱山を見

学したほか、大槌高校生徒による町内ガイドプログラムを体験した。 

  

 

 

【めんこいテレビでのニュース掲載】 【学内でのチャリティー販売の様子】

9
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【取組事例⑧】セイコーグループの企業研修における訪問先の調整 

１ 本県・セイコーウオッチ株式会社・盛岡セイコー工業株式会社の包括連携協定に基づく取組の一環として、セイコ

ーグループによる平庭高原白樺林（久慈市）の保全活動とあわせた本県被災地域の訪問研修の実施にあたり、研修先

の紹介・調整支援を実施した。 

２ 調整の結果、令和７年８月２日に実施された企業研修では、洋野町の藻場再生・ブルーカーボンの取組に係る講習

のほか、もぐらんぴあ（久慈市）で震災伝承語り部ガイドを見学した。 

  

 

【ブルーカーボンの取組に係る説明】 【もぐらんぴあ訪問の様子】
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いわて未来づくり機構 復興教育作業部会の実績報告・活動計画 

 

テーマ：復興を担う人材の育成                    座長：本山 敬祐      担当団体 岩手大学 

 

報告要旨 

 令和７年度も「いわての復興教育」の推進を支援するため、各学校の復興教育の実践がより効果的になることを目指して、「いわての師匠」

派遣事業を実施した。 

 また、令和８年度以降の「いわての師匠」派遣事業の実施体制について、岩手県教育委員会と協議を行った。 

 

１ 令和７年度の作業部会開催実績・検討内容等 

・岩手県教育委員会 

学校教育室と協議 

（令和７年９月～ 

令和８年３月） 

 

・令和８年度以降の「いわての師匠」派遣事業について 

本作業部会のメンバーでもある岩手県教育委員会学校教育室では、これまで主に沿岸部の学校を対象に、「いわての

学び希望基金」を活用した本事業と類似の事業である「学校防災アドバイザー派遣事業」を並行して実施してきたが、

令和８年度より、「いわての学び希望基金」の使途が拡大され、「いわての復興教育」推進事業である同事業が、県内

全学校が対象となることから、今後の「いわての師匠」派遣事業の実施体制について、同室と協議を行った。 

協議の結果、岩手県教育委員会学校教育室において、事務局機能を両事業一本化することで合意がなされた。 

 

２ 令和７年度の活動に係る成果と課題等の評価 

活動計画 活動状況 活動成果 課題 

・「いわての師匠」派遣事業

の実施 

・受講機関25件、受講者数5,113名

の講師派遣が実施された。 

・受講機関は昨年度と同数であり、受講者

数は過去最多となった。 

・昨年度比で、「いきる」「かかわる」に関

する依頼が増加した。 

・本年度も受講者数は増加して

おり、さらなる発展を期待す

るもので、岩手県教育委員会

へ事務局移管後も円滑なサポ

ートに留意する。 

・本事業参画機関のネットワー

クについては継続することと

し、引き続き岩手県教育委員

会と連携して講師派遣に協力

する。 

・令和8年度以降の実施体制 

について検討 

・岩手県教育委員会学校教育室と

協議 

・岩手県教育委員会との事業一本化が合意

となり、同教育委員会において事務局を

担当するため、本作業部会が果たすべき

役割は達成したものとし、本年度で部会

の活動を終了（発展的解消）する。 
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３ 令和８年度の活動方針・予定 
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いわて未来づくり機構 復興教育作業部会

令和７年度 活動状況報告

座長 岩手大学教育学部 准教授 本山 敬祐

113
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震災津波の教訓から得られた教育的価値（いきる・かかわる・そなえる）を具体化して、
現代的な教育課題に対応し、これまでの教育活動を補完・充実させる

目 的 ： 郷土を愛し、その復興・発展を支える人材の育成（復興・発展を支えるひとづくり）

１．いわての復興教育プログラム 平成３１年３月改訂版

意 義 ： 子どもたちが、「震災津波の教訓を後世に語り継ぎ、自らの生き方・あり方を考え、
夢と未来を拓き、社会を創造すること」ができるように、県内全ての学校で取り組む
ことに大きな意義がある。

目指すべき成果 ：
児童生徒の学びは学校を超え、地域全体に広がりを見せている現状に対して、児童生徒の
学びを支えるために多くの大人が力を合わせることにより、新たな地域の姿を構築する。

〇 震災津波の教訓から学んだことを生かす
〇 どんな時でも、生き抜くための力を身に付ける

いわて未来づくり機構では、復興を支える人材育成のため、岩手県教育委員会が推進する

「いわての復興教育」に対して、「いわての師匠派遣事業」を通じて支援を行う。

214
26



（１） 目標

「いわての復興教育」の推進を支援するため、「いわての師匠」派遣事業を継続して実施し、
各学校の復興教育がより効果的なものとなることを目指す。

時代の流れやニーズにあわせた持続可能な作業部会のあり方について、検討を行う。

（２） 活動計画

① 「いわての師匠」派遣事業実施要項に基づき、県内の小・中・高及び特別支援学校への
講師派遣、プログラムの継続提供

② 教育現場への効果的な広報策の検討

• 県内全ての小・中・高及び特別支援学校への周知に加え、現場の教員が集まる会議
や研修での広報など、教育委員会の協力を得ながら多様な場での広報を実施

③ 持続可能な体制構築の検討
• 派遣協力機関の人的、費用的な負担を軽減する方策の検討

• 岩手県教育委員会の事業「学校防災アドバイザー派遣事業」との調整、事務局機能の
見直し等、本事業の持続可能なあり方を検討

２．令和７年度の活動計画
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３．令和７年度の取組状況

内 容日付

「いわての師匠」派遣事業実施要項の公開
～岩手県教育委員会及び市町村教育委員会を通じ、県内全ての小・中・高等学校

及び特別支援学校へリーフレットを配布するとともに、事務局（岩手大学）ホーム
ページに実施要項及びリーフレットを公開～

令和７年
２月末

「いわての師匠」派遣事業による講師の派遣４月～（随時）

令和８年度以降の「いわての師匠」派遣事業について検討

～岩手県教育委員会学校教育室と協議～
９月～３月

416
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平成26年
度

平成27年
度

平成28年
度

平成29年
度

平成30年
度

令和元年
度

令和2年度 令和3年度 令和4年度 令和5年度 令和6年度 令和7年度

キャンセル 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 4 1

0 3 1 1 1 1 2 3 7 14 15 13

12 5 2 1 0 10 8 13 17 11 10 12

受講者数 1,708 889 697 140 86 2,115 1,312 2,143 3,283 4,071 4,883 5,113
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４．年度別受講機関数、受講者数の推移

延べ 162校 26,440名が受講

5

岩手県教育委員会の協力が実績増に大きく寄与

・ 令和元年度には受講機関・受講者が大幅に増加した。
令和５年度に過去最高の派遣機関数を記録し、翌年度
より横ばいの状況が続いている。
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6

内容講師人数実施日学校名

講演：
性についての正しい知識（ふれあいの12段階、性的同意、コンドーム
の装着方法、ピルなどの避妊方法、アフターピルの紹介など）

岩手県立大学 看護学部 母性看
護学・助産学 講師 佐藤 恵

1学年 124名
教職員 12名

12月10日
(水)

岩手県立久慈翔北高等
学校１

講演：緊急時避難所設営について
演習：避難所設営HUG体験の実施

岩手県立大学 総合政策学部 地
域社会・環境コース 准教授 兼
防災復興支援センター 副センター
長 杉安 和也

1学年 106名
教職員 10名

10月22日
(水)

岩手県立北上翔南高等
学校２

講演：災害時の中学生の役割 避難所に関すること
演習：災害時、自分たちにできることのグループワーク

岩手医科大学 医学部 救急・災
害医学講座 教授 兼 災害時地
域医療支援教育センター センター
長 眞瀬 智彦

2学年 39名
教職員 5名6月3日(火)岩手町立沼宮内中学校３

講演：
１・２年生：思春期の体と心の変化など
３年生：性意識と行動、および生命尊重など

岩手県立大学 看護学部 母性看
護学・助産学 准教授 金谷 掌子

1～3学年 92名
教職員 2名7月1日(火)紫波町立紫波第二中学

校４

防災カルタを用いた防災学習岩手大学 地域防災研究センター
教授 福留 邦洋

5学年 22名
保護者 20名
教職員 2名

11月19日
(水)

大船渡市立末崎小学校
５年保護者会５

思春期における中学生の心や体の変化を自分たちのものとして意識
させ、正しい知識や判断、行動の仕方、相手を尊重する姿勢につい
ての考えを養う。また、自分の体や生命を大切にする機会とする。

岩手県立大学 看護学部 小児・
発達看護学 准教授 相墨 生恵

全学年 30名
教職員 15名9月24日(水)岩泉町立小川中学校６

５．いわての師匠派遣事業 実施状況 （令和７年度 ①）
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内容講師人数実施日学校名

講義：火山噴火・火山災害について、地域における火山災害リスク
について

岩手大学 地域防災研究センター
客員教授 越谷 信

１学年 18名
教職員 3名9月3日(水)八幡平市立西根第一中

学校７

安全マップの作製及びフィールドワーク
岩手県立大学 地域政策研究セン
ター センター長 総合政策学部 准
教授 宇佐美 誠史

3学年 121名
保護者 15名
教職員 7名
地域 20名
その他 10名

9月17日(水)
9月24日(水)

北上市立黒沢尻北小学
校8

講演：「災害時における情報の収集・活用・伝達等」
「災害医療の一般的なこと」
「防災教育に関すること」

演習：「避難所に関すること」
「防災教育に関すること」

岩手医科大学 医学部 救急・災
害医学講座 教授 兼 災害時地
域医療支援教育センター センター
長 眞瀬 智彦

2年生 131名
教職員 8名10月8日(水)北上市立上野中学校9

講義：火山噴火・火山災害について、地域における火山災害リスク
について

岩手大学 地域防災研究センター
客員教授 越谷 信

全学年 479名
教職員 31名
地域・その他 8名

9月4日(木)盛岡市立城北小学校10

講演：防災にかかわること（親子で防災意識を高められることと実際
の生活場面で生かすことができる内容）
ワークショップ：水害きせかえゲーム、防災カードゲーム、防災グッズ暗
記クイズ、身の回りの物で応急手当

損害保険ジャパン株式会社
全学年 94名
保護者 120名
教職員 13名

9月20日(土)山田町立豊間根小学校11

講演：自然災害の様子と被害の状況や災害の発生メカニズム、「日
本海溝・千島海溝沿いの巨大地震」について（日頃の備え、身を守
り生き抜くための知識や技能について学ぶ。）

※インフルエンザのため派遣取り止め
岩手大学 理工学部 理工学科
社会基盤・環境工学コース 准教授
山本 英和

全学年 414名
教職員 70名12月3日(水)岩手県立黒沢尻工業高

等学校12

５．いわての師匠派遣事業 実施状況 （令和７年度 ②）
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５．いわての師匠派遣事業 実施状況 （令和７年度 ③）

内容講師人数実施日学校名

講義：防災復興講話
地域とのつながり、復旧・復興のあゆみ

岩手大学 地域防災研究センター
准教授 坂口 奈央

全学年 600名
教職員 30名

11月18日
(火)盛岡大学附属高等学校13

演習：避難所運営ゲームの体験
岩手県立大学 総合政策学部 地
域社会・環境コース 准教授 兼
防災復興支援センター 副センター
長 杉安 和也

3年生 120名
教職員 7名

11月12日
(水)盛岡市立北陵中学校14

講義：火山災害への対応及び備えについて
岩手県立大学 総合政策学部 地
域社会・環境コース 准教授 兼
防災復興支援センター 副センター
長 杉安 和也

全学年 850名
教職員 40名

10月27日
(月)

岩手県立盛岡第一高等
学校15

演習：避難所運営ゲーム
岩手県立大学 総合政策学部 地
域社会・環境コース 准教授 兼
防災復興支援センター 副センター
長 杉安 和也

全学年 79名
教職員 12名

12月10日
(水)遠野市立遠野西中学校16

講演：生活習慣病の予防について岩手保健医療大学 看護学部
成人看護学 助教 添田 咲美

３年生 37名
教職員 2名12月9日(火)紫波町立紫波第二中学

校17

講演：1.自然災害が発生するメカニズム・自然災害の歴史
2.防災教育に関すること（学校・家庭・地域での日頃の備
え）

教育学研究科（教職大学院）
現職院生
千 葉 絵里香

全学年 157名
教職員 16名3月10日(火)矢巾町立不動小学校18

講演：「はじめての一人暮らしと生活のルールとマナー」について

一般社団法人 岩手県宅地建物取
引業協会
副会長 (有)菅勝不動産 代表
取締役
菅原 勝一

３年生 13名
教職員 4名1月16日(金)岩手県立金ヶ崎高等学

校19

20
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５．いわての師匠派遣事業 実施状況 （令和７年度 ④）

内容講師人数実施日学校名

講演：「東日本大震災津波の様子と被害、支援の状況、復興に向
けた努力」「人のつながり」など
演習希望

岩手県立大学 総合政策学部 地
域社会・環境コース 准教授 兼
防災復興支援センター 副センター
長 杉安 和也

全学年 82名
教職員 11名
保護者 4名

3月3日(火)奥州市立稲瀬小学校20

講演：「自然災害のメカニズム」「東日本大震災について」「震災復
興に関すること」「防災教育（日頃の備え）」

岩手県立大学 総合政策学部 地
域社会・環境コース 准教授 兼
防災復興支援センター 副センター
長 杉安 和也

4～6学年 185名
教職員 8名2月5日(木)紫波町立日詰小学校21

講演：東日本大震災からの教訓や復興について
岩手県立大学 総合政策学部 地
域社会・環境コース 准教授 兼
防災復興支援センター 副センター
長 杉安 和也

全学年 595名
教職員 49名2月9日(月)奥州市立常盤小学校22

講演：東日本大震災に関する講話
岩手医科大学 医学部 救急・災
害医学講座 教授 兼 災害時地
域医療支援教育センター センター
長 眞瀬 智彦

4～6学年 54名
教職員 9名3月2日(月)金ヶ崎町立三ヶ尻小学校23

演習：避難所運営について
岩手県立大学 総合政策学部 地
域社会・環境コース 准教授 兼
防災復興支援センター 副センター
長 杉安 和也

全学年 66名
教職員 10名
地域・その他 1名

3月5日(木)奥州市立衣川中学校24

１学年 講演：復興・防災に関する講義
２学年 演習：避難所運営ゲーム

岩手県立大学 総合政策学部 地
域社会・環境コース 准教授 兼
防災復興支援センター 副センター
長 杉安 和也

１学年 242名
２学年 240名
教職員 18名

2月17日(火)
2月24日(火)

岩手県立盛岡商業高等
学校25
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５．いわての師匠派遣事業 実施状況 （令和７年度 ⑤）

内容講師人数実施日学校名

講演：防災に対する心構え（地震・火災等）及び配慮事項につい
て
演習：（作業・話し合い等）

岩手大学
地域防災研究センター 教授 福留
邦洋
教育学部附属教育実践・学校安全
学研究開発センター 准教授 本山
敬祐

児童生徒 5名
教職員 10名

2月17日(火)盛岡市立黒石野中学校
北杜分校26

累計 5,113名

22
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６．いわての師匠派遣事業の実績（TOPIC  ①）

要旨
生活習慣病とはなにか、生活習慣病にはどのような生活が関係しているのか、生活習慣病はどのように
予防すればよいのかを学ぶ。

生徒からの感想（抜粋）
・悪い生活習慣は、大人になったらなかなか直せないことが分かった。子どものうちに直さないといけない
ということを知った。
・自分が一番健康でいられる食生活や生活習慣を考え続けることが大切だと思った。
・自分が普段飲んでいるものには、砂糖がどれくらい入っているかを知りたいと思った。

授業・講演等による効果
・保健室における保健指導の中で、生活習慣病予防教室の内容を引用して指導することができた。
・他学年にも同様に指導して、冬休みの過ごし方について意識させることができた。
・生徒が自身の生活習慣を見直すきっかけに繋がった。

次回以降、自校で実施できる内容
・事前アンケートや来室記録により、本校の生活習慣に関する課題を明確にして、より実態に合わせた講
演を実施する。

11

月日：令和７年１２月９日（火）

学校：紫波町立紫波第二中学校 ３学年及び教職員 ４０名
講師：岩手保健医療大学 看護学部 助教 添田 咲美 氏
内容：講演「未来の自分を守ろう！生活習慣病予防」

23
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要旨
高校卒業後親元を離れ自立して生活を送るに当たり、生徒個々が賃貸借契約や金銭管理、地域社会と
の共生のための基礎知識の習得や生活マナーを身に付けることを目的として企画した講演であった。
事前学習では、親元を離れ一人暮らしをすることを想定して考えられる問題を提起し、事後学習では、卒業
までに備えておくべき心構えや知識をレポートにまとめた。

生徒からの感想（抜粋）
・一人暮らしでは、部屋の使い方や金銭管理など自分が責任をもってやらなければいけないことが多いと
思った。部屋を借りる時に係るお金や退去時の注意点について学ぶことができた。これから部屋を借りる
時に今日学んだことを生かしていきたい。
・一人暮らしのことをいろいろ学べた。宅建士というものがあることをはじめて知った。

授業・講演等による効果
これまでの授業では触れることの無かった分野へも踏み込んだ学習をすることができ、生徒個々が今後
の人生を歩むうえでの参考になったようである。生まれ育った家から離れて一人で生活をする場合、賃貸借
契約だけではなく、家計管理や地域の方との生活ルールについても考える必要性を認識した。また、宅建
士（宅地建物取引士）の資格取得がもたらす職業選択の優位性についても知ることができた。

12

月日：令和８年１月１６日（金）

学校：岩手県立金ケ崎高等学校 ３学年及び教職員 １７名
講師：一般社団法人 岩手県宅地建物取引業協会 副会長 菅原 勝一 氏
内容：講演「はじめての一人暮らしと生活のルールとマナー」について

６．いわての師匠派遣事業の実績（TOPIC  ②）
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要旨
１．東日本大震災の地震規模や津波の大きさなどの確認。
２．緊急地震速報をきいた時の行動の在り方と津波避難時の注意点。
３．本校地域の防災マップから浸水被害の場所確認など。

児童からの感想（抜粋）
・東日本大震災時の津波の高さが建物の４階以上だったということを初めて知りました。
・地震のときは、無理に火を消さなくてもよいことが分かりました。
・親といっしょにハザードマップを確認したり、防災グッズをそろえたり確認したりしたい。
・津波や地震のこわさを次の人へ伝えたい。
・子ども達が自分の命を守るために必要な知識はまだあると思い、家庭でも話していきたいと思いました。

（保護者）

授業・講演等による効果
児童の防災への関心や知識が深まったことが感想にも表れていました。児童の意識が高まったことが確
かに感じられました。また参加したＰＴＡ保護者も、改めて防災について考える時間になったようでした。

次回以降、自校で実施できる内容
学校周辺の危険箇所を再確認できたこと。それから自校でできるものとしては、ハザードマップを利用した
危険箇所を児童と確認し合うこと。

13

月日：令和８年３月３日（火）

学校：奥州市立稲瀬小学校 全校児童、保護者及び教職員 ９７名
講師：岩手県立大学 総合政策学部 地域社会・環境コース 准教授

兼 防災復興支援センター 副センター長 杉安 和也 氏
内容：講演「災害から自分や他人の命を守るためにできること」

６．いわての師匠派遣事業の実績（TOPIC  ③）
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要旨
・災害時には医療が機能しないことがある。災害医療の目的は、災害によって間接的に亡くなる方を少なくすること
である。そのために、トリアージを使用し、災害現場での治療に活用している。患者搬送システムを使って、災害医
療が円滑に進められるように取り組んでいる。災害時の避難場所で大切なことは、「トイレ」「ベッド」「食事」の３つ
であり、講演会の後には、実際に簡易トイレやボールベッド、非常用食料の紹介や調理の実演などをしてもらった。

児童からの感想（抜粋）
・災害時の医療について知ることができました。自分の命は自分で守ることが大切で、災害が起きた時にどうしたら
いいか家族で相談してみたい。
・今日の講演で新しく知ったことがたくさんありました。今日聞いたことを活かして、災害の時にどうすしたらいいか
考えたい。

授業・講演等による効果
実際に災害時に活用されている簡易トイレや段ボールベッド、非常用食料を見ることができた。なかなか見ること
ができないため、児童も興味をもち、説明や実演を集中して聞いていた。また、災害時の医療の役割はなかなか聞く
機会も無く、医療に興味をもった児童もいた。児童は、東日本大震災の際には産まれていないため、当時の状況や
様子を聞ける貴重な経験となった。

次回以降、自校で実施できる内容
・東日本大震災の際のボランティアについて ・東日本大震災の際の当時の沿岸の様子 など

14

月日：令和８年３月２日（月）

学校：金ケ崎町立三ケ尻小学校 ３学年５４名及び教職員９名
講師：岩手医科大学 災害時地域医療支援教育センター

センター長 眞瀬 智彦 氏
内容：講演「東日本大震災に関する講話」

６．いわての師匠派遣事業の実績（TOPIC  ④）
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要旨
東日本大震災の教訓をもとに、「自助・共助・公助」の重要性を説く講話。講師の被災体験や防災リュックの実物提
示、１～６年生がともに考えを深めるアウトプット型活動を通じ、自他の命を守る具体的な行動について考えた。

児童からの感想（抜粋）
自助は、落ち着いて迷わず行動する。共助は、みんなで助け合う。公助は、街や国が助けに来る。この３つの言葉
を家族に話そうと思った。（３年生）
自分自身を落ち着かせ、自分の命は自分で守り、困っている人をみんなで協力して助け合うことが大切だと思った。

（５年生）
命の大切さを改めて感じ、その命を守るために大切な、「自助・共助・公助」が心に残った。助け合うことも必要だけ
れど、まずは自分の命を守ること。少し余裕ができたら助け合い、国の助けを待つことが、実際に何かあったときに
とても大切な行動と知ることができた。（６年生）

授業・講演等による効果
体験談や実物提示により、児童の興味関心が高まり、他人事ではなく「自分事」として防災を捉えることができた。
低学年にとっては難しい「自助・共助・公助」の概念を、発達の段階を強く意識した質の高いスライドと対話によって、
全校児童が正しく理解した。アウトプットの場を通じて、学んだことを自分の言葉で表現し、共有する姿勢が見られた。

次回以降、自校で実施できる内容
避難訓練後に、今回学んだ視点で振り返りを行う。「我が家の防災リュック点検」など、講話の内容を家庭
での実践に繋げる課題設定。高学年が低学年に防災知識を教える「ミニ防災集会」の開催。など

15

月日：令和８年３月１０日（火）

学校：矢巾町立不動小学校 全学年１５７名及び教職員１６名
講師：岩手大学 教育学研究科（教職大学院） 現職院生 千葉 絵里香 様
内容：講演「「命」を守るために大切なこと」

６．いわての師匠派遣事業の実績（TOPIC  ⑤）
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７．いわての師匠派遣事業 令和７年度の傾向

（１） 派遣依頼数

• 令和７年度の派遣依頼数は２６件で、そのうち２５件を実施した。
（依頼校側のインフルエンザ発生により１件中止。）
なお、前年度派遣実績も２５件であった。

• 実施時期については、昨年度と同様、下半期に増加している。

（２） 今年度に見られる傾向

• 令和３年度から令和５年度まで続いた実施時期の早期化が、令和６年度に上半期の
実施件数が減少し下半期の依頼が多くなったが、令和７年度も昨年度と同様の状況
であった。

• 昨年度は、これまで利用実績のない学校からの新規依頼数が、最も低い割合であっ
たが、今年度は微増となっている。⇒一部のリピーターを中心に活用されている状況にある。

• 例年「そなえる」に関する防災関係の依頼が多い傾向であるが、昨年度比で「いきる」
「かかわる」に関する依頼が増加した。（複数項目の依頼を含む。）
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いわて未来づくり機構 いわて復興未来塾作業部会の実績報告・活動計画 

 

テーマ：復興や地域づくりの担い手の育成及び人材のネットワークづくり   座長：澤田 彰弘   担当団体：岩手県復興防災部 

 

報告要旨 

 復興を担う個人や団体など多様な主体に学びの場を提供するとともに、相互の連携や交流を図りながら、復興や地域づくりの担い手の育成

と人材のネットワークづくりを推進するため、「いわて復興未来塾」を２回開催した。 

 

１ 令和７年度の作業部会開催実績・検討内容等 

・令和７年９月23日

（火・祝） 

〇エクスカーションの実施（宮古市） 

 １ みちのく潮風トレイルガイドウォーク in 浄土ヶ浜 

   浄土ヶ浜周辺のみちのく潮風トレイルコース内をウォーキング。ガイドの案内により三陸ジオパーク見どころ等

を楽しみながら、震災津波についても学ぶ。 

 ２ 三陸鉄道 震災学習列車（宮古駅～鵜住居駅） 

   三陸鉄道に乗車し、「震災当時の様子」や「今の被災地の状況・現状の問題」等をガイドの説明から学ぶ。 

※ 参加者：53人・事後WEB再生回数：338回（R8.3月末時点） 

・令和７年11月22日

（土） 

〇エクスカーション（午前）とフォーラム（午後）の実施 

 １ エクスカーション（大槌町） 

   大槌の町を震災津波語り部ガイドの案内で巡るツアー   ※参加者：37名 

２ フォーラム（大槌町文化交流センター おしゃっち 多目的ホール） 

(1)  テーマ 

 震災津波から15年～三陸ジオパーク・みちのく潮風トレイルと震災伝承～ 

(2)  基調講演 

 みちのく潮風トレイルによる震災伝承、並びに三陸ジオパークとの連携について 

 相澤 久美 氏（認定特定非営利活動法人みちのくトレイルクラブ 常務理事・事務局長  

(3)  事例報告 

 「三陸ジオパーク・みちのく潮風トレイル等を活用した震災伝承・ツアープログラム等について」 

 北田 耕嗣 氏（トラベル・リンク(株) 代表取締役社長） 

 「ガイドとしての三陸ジオパーク・みちのく潮風トレイルを活用した震災伝承等の取組について」 

 伊藤 実知子 氏（三陸ジオパーク認定ガイド）  

※  参加者：58人、当日WEB視聴：93人、事後WEB再生回数：304回（R8.3月末時点） 
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２ 令和７年度の活動に係る成果と課題等の評価 

活動計画 活動状況 活動成果 課題 

・ 震災津波から15年を迎え風化

が懸念される中、三陸の雄大

な景色を楽しみながら、震災

伝承を学ぶため、9/23に宮古

市でエクスカーション、11/22

に大槌町でエクスカーション

及びフォーラムを実施。 

・ 参加者は広く県民を対象とし

つつ、特に若者の参加を促進。 

・ フォーラムは、YouTube「岩手

県公式動画チャンネル」で配

信。 

・ 「東日本大震災津波を語り継

ぐ日条例」の趣旨に則り、関連

イベント等の情報提供をはじ

め震災の事実・教訓の伝承、復

興の姿の発信を継続的に実施

することにより、震災の風化

を防ぎ、県民等の参画につな

げていく。 

１ 第１回いわて復興未来塾（9/23） 
・ 午前はガイドの案内により浄土ヶ 
浜（宮古市）で、みちのく潮風トレイル
コース内にてウォーキングを実施。 

・ 午後は三陸鉄道の震災学習列車に 
乗車し、震災当時の様子や現在の被災地
の状況及び問題についてガイドが説明
を交え、車内から見える景色を案内。 

２ 第２回いわて復興未来塾（11/22） 
・ 午前は、大槌町の震災遺構を震災語 

り部ガイドの案内で巡った。 
・ 午後は、大槌町文化交流センターを 
会場として基調講演及び事例報告を実
施。 
 基調講演では認定特定非営利活動法
人みちのくトレイルクラブの相澤常務
理事が、みちのく潮風トレイルによる震
災伝承及び三陸ジオパークとの連携す
ることで確かな震災伝承につながるこ
とを講演。 

  事例報告では、トラベル・リンク（株）
代表の北田社長が三陸ジオパー    
ク・みちのく潮風トレイルを活用した震
災伝承・ツアープログラムについて報告
したほか、三陸ジオパーク認定ガイド伊
藤氏が三陸ジオパーク・みちのく潮風ト
レイルを活用した震災伝承等の取組に
ついて報告。 

・ 震災伝承施設と地域資源を組み

合わせたエクスカーションによ

り、参加者同士や現地の活動者と

の交流が促進され、人材育成とネ

ットワーク形成につながった。さ

らに、三陸沿岸の周遊促進に関す

る講演や事例発表を通じて、持続

可能な三陸地域づくりを担う人材

の育成と、広域的な人材ネットワ

ークの構築に貢献した。 

・ インターネット配信を活用す 

ることで、会場に参集できない遠

隔地の方々に対しても、本県の復

興の姿を発信することができた。 

・ 年月の経過により震

災津波の経験や記憶を持た

ない世代が増える中で、県

内外や遠隔地を含む多くの

人に参加してもらい、岩手

県の復興の取組や防災力強

化への理解や関心を広げて

いくことが求められること

から、エクスカーションの

実施や、インターネット配

信によるオンライン視聴を

組み合わせた取組を、今後

も継続して進めていく必要

がある。 

 

３ 令和８年度の活動方針・予定 

・ ２回開催予定（９月・11月）。参加者は広く県民を対象としつつ、エクスカーションを組み合わせることで、若者の参加を促進。 

・ YouTube「岩手県公式動画チャンネル」でインターネット配信。 

・ 「東日本大震災津波を語り継ぐ日条例」の趣旨に則り、関連イベント等の情報提供をはじめ震災津波の事実・教訓の伝承、復興の姿の発信

を継続的に実施することにより、震災の風化を防ぎ、県民等の参画に繋げていく。 
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いわて未来づくり機構 イノベーション推進作業部会の実績報告・活動計画 

 

テーマ： 岩手型イノベーションの推進について               座長：小野寺 重男    担当団体：科学・情報政策室 

 

報告要旨 

 令和７年度は、Society5.0の目指す超スマート社会を支える技術の展開を推進するため、岩手県科学技術イノベーション指針に基づき、新

たな価値の源泉となるオリジナリティの高い研究開発を支援し、持続的なイノベーションの創出を推進した。 

令和８年度は、新たに、基盤研究段階から事業化まで一貫して支援する「いわて革新的科学技術活用・創出支援事業」や次世代放射光施設

ナノテラス利活用の体制構築を図る「次世代放射光施設ナノテラス利活用推進体制構築事業」を実施するほか、国の「第７期科学技術・イノ

ベーション基本計画」を踏まえながら、引き続き岩手発のイノベーション創出に向けた研究開発の支援を進めていく。 

 

 

１ 令和７年度の作業部会開催実績・検討内容等 

・令和７年９月８日 第１回作業部会（岩手県イノベーション創出推進会議） 

・ 岩手県科学技術イノベーション指針の数値目標に対する達成状況 

・ 科学・情報政策室「第３期海洋エネルギー関連産業創出ビジョンの改定作業について」（情報提供） 

・ 東京大学「東京大学大気海洋研究所附属三陸ふるさと社会協創センターの設置について」（情報提供） 

・ 文部科学省「産業連携・地域振興の取組について」（情報提供） 

・令和８年３月９日 第２回作業部会（岩手県イノベーション創出推進会議） 

・ 県事業における令和７年度主要事業実績及び令和８年度事業計画 

・ 科学・情報政策室「第３期海洋エネルギー関連産業創出ビジョンの策定について」（情報提供） 

・ 岩手大学「令和７年度主要事業実績及び令和８年度事業計画について」（情報提供） 

・ 岩手医科大学「地域に開かれた研究体制による共創型大学の構築について」（情報提供） 

・ 文部科学省「産業連携・地域振興の取組における令和８年度予算案について」（情報提供） 
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２ 令和７年度の活動に係る成果と課題等の評価 

活動計画 活動状況 活動成果 課題 

[いわて戦略的DX・GX等研究 

開発支援事業] 

岩手発のイノベーショ

ン創出に向け、将来有望な

研究シーズの育成や事業

化に結び付く研究開発に

ついて、研究ステージに応

じた支援を行う。 

■公募型研究開発事業 

①可能性試験ステージ 1,000千円×４件 

②シーズ育成ステージ 2,000千円×３件 

③応用研究ステージ 

 6,400千円×１件（１年目） 

 4,800千円×１件（２年目） 

④知的財産活用DX・GX推進 2,000千円×１件 

⑤公設試連携推進事業 500千円×３件 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

■科学・イノベーションコーディネーターの

配置 

 →採択課題のフォローアップや国の大型案

件獲得に向けた助言等を実施し、事業展開

に向けた取組を一貫支援 

 

 

■事業化実績 

→過去に本事業で支援した研究開

発について、１件が事業化、１件が

国の研究支援事業採択に結びつい

た 

【事業化】がんリスク検査を簡易に行

うキットの販売（㈱The_IT_Lab） 

 →唾液によるがんの簡易検査を自

宅 で 簡 易 に 検 査 が で き る

「GlycoChecker（グライコチェッカ

ー）を令和７年８月から販売開始 

【国プロ】発泡プラスチック製造にお

けるマイクロ波加熱成形技術実証

型研究開発（㈱東北資材工業） 

 →化石燃料を使用した発泡プラス

チック成型をマイクロ波による加

熱成形技術に置き換えることで、脱

炭素化を図る研究開発 

令和７年度に成長型中小企業等

研究開発支援事業（経産省）に採択 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

■新たな研究シーズの発

掘やニーズに応じた支援

メニューの再検討が必要 
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■i-SB法（分子接合技術）を活用したDX・GX支

援事業 

 →県内企業がi-SB法で開発したDX・GXに結

び付く試作品等の評価を行い、県内企業の

社会実装を支援 

 

■評価実績 

→９件の試作評価を実施 

  i-SB法を活用した県内企業との

共同研究は５件となっており、社会

実装に寄与している 

■県内企業の試作品等の評

価を通じて、引き続き、i-SB

法の社会実装を進める 

 

 

３ 令和８年度の活動方針・予定 

〇 「岩手県科学技術イノベーション指針」に基づき、岩手発のイノベーション創出に向けた研究開発を支援。 

〇 これまでの「いわて戦略的DX・GX等研究開発支援事業」の内容を一部見直した「いわて革新的科学技術活用・創出支援事業」を通じ、Ｄ

Ｘ・ＧＸ及び安心・安全な地域づくりに貢献する有望な研究を基盤研究段階から事業化まで一貫して支援し、産学官によるイノベーション

の創出を推進。 

【主な見直し内容】 

・ 若手研究者の研究力向上支援のため、新たに基盤研究ステージを創設するとともに、若手研究者を対象とした「若手枠」を創設（基

盤研究ステージ、可能性試験ステージのみ） 

・ 熊等の鳥獣対策、社会インフラの老朽化など、安全安心な生活環境の確保に資する研究ニーズに対応するため「安全・安心枠」を創

設。 

 【令和８年度】 

① 基盤研究ステージ  500千円×５件 

② 可能性試験ステージ 1,000千円×５件 

③ シーズ育成ステージ 2,000千円×４件 

④ 応用研究ステージ  5,000千円×２件（１年目） 

               4,800千円×１件（２年目） 

〇 県内企業の次世代放射光施設ナノテラス利活用を推進するため、県内ものづくり産業の相談窓口である県工業技術センターへ研究委託

し、３か年で県内に次世代放射光施設ナノテラス利活用体制を構築。 

〇 令和８年３月に策定された国の「第７期科学技術・イノベーション基本計画」も踏まえながら、より効果的な研究開発の支援の在り方等

を検討。 

※ 必要に応じて参考資料を提出願います。  
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研究シーズの成熟度に応じた切れ目のない支援

応用研究
ステージ

5,000千円/件

実用化、事業化の段階
に近い研究課題につい
て、県内企業が行う研

究開発を支援。

２件

ＦＳ段階 育成段階 応用段階基盤研究段階

県
内
企
業
に
よ
る
実
用
化
・
事
業
化

国
等
の
大
型
資
金
に
よ
る
研
究
開
発

基盤研究
ステージ
500千円/件

５件
一般
2件

若手枠
上記すべて

DX・GX
2件

安全安心
1件

５件

可能性試験
ステージ

1,000千円/件

新産業の創出が見込
まれる大学等の研究
シーズについて、大学
が研究主体となって、
その実用化、事業化
の可能性を評価。

一般
2件

将来の技術革新や応用
研究の基盤になること
が期待される大学等の
基礎研究について、大
学等が主体となり、新た
な研究シーズの特定、
ニーズ探索を実施。

DX・GX
2件

４件

シーズ育成
ステージ

2,000千円/件

実用化、事業化の可能
性の高い研究シーズに
ついて、大学等と県内
企業等が実用化・事業
化に向けたシーズ育成
の共同研究を実施。

DX・GX
１件 DX・GX

1件安全安心
１件

知財活用
１件

一般
１件 一般

1件若手枠
上記のうち2件程度

安全安心
1件

【Ｒ８新規】いわて革新的科学技術活用・創出支援事業費 事業スキーム 

参考資料①
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参考資料②
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参考資料③
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いわて未来づくり機構 地域公共交通作業部会の実績報告・活動計画 

 

テーマ：地域交通のサスティナブル化に向けた取組の推進         座長：宇佐美誠史      担当団体 岩手県立大学 

 

報告要旨 

 県内自治体がデータを活かした公共交通政策を推進できるよう、データの取得や活用、電子決裁ができるシステムを開発してきた。令和7年

度は、システム開発では、①デマンド交通のサブスクに公共交通乗降管理システムRabiPeoCaを適応できるようにし、フィールドの準備が整え

ばスタートできる状態にある。②矢幅駅の待合室に設置していた液晶ディスプレイによるバス運行情報と同様のものを岩手医科大学トクタヴェ

ール内に設置した。③システムのPRは、CEATEC出展や公共交通コーディネーター・プロデューサー養成講座などで行った。この活動は、岩手県

と県立大で一緒に参画しているJST共創の場形成支援プログラム（「ビヨンド・”ゼロカーボン”を目指す”Co-JUNKAN”プラットフォーム」代

表：東京大学 菊池康紀教授）の活動に位置づけている。 

 

１ 令和７年度の作業部会開催実績・検討内容等 

・令和7年10月10日 東北運輸局 おでかけ交通博inあいづ出展（宮古市と連名で地域バスなどの施策を紹介） 

・令和7年10月14−17日 CEATEC2025（幕張メッセ）出展（公共交通乗降管理システムRabiPeoCaをPR） 

・令和8年2−3月 矢巾町予約型乗合バス「のりあい号」にRabiPeoCaを用いたサブスクシステムの構築 

・令和8年3月 岩手医科大学内トクタヴェールにバス運行情報板の運用開始 

 

２ 令和７年度の活動に係る成果と課題等の評価 

活動計画 活動状況 活動成果 課題 

①デマンド交通のサブスク
にRabiPeoCaを適応 
 

②バス運行情報提供 
 
 
 

③情報提供・PR 

①ICカードで乗降し、乗降履歴を取得できる
サブスクの仕組みをつくった 

 

②液晶ディスプレイによるバス運行情報を岩
手医科大学トクタヴェール内で運用開始 

 
 
③国内最大級のCEATECへの出展、国交省東北

運輸局のイベントに出展、行政等への必要
に応じた情報提供、支援活動 

①フィールド側で状況が整えば、いつ
でもスタートできるようにした 

 

②安定して運行情報を提供できてい
る 

 
 

③展示会で技術をPRしつつ、行政への

情報提供、支援活動を適宜実施 

①いつスタートできるか
未定 

 

②度重なる電子ペーパー
の故障により、液晶ディ
スプレイに変更 

 

③フィールド獲得 
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３ 令和８年度の活動方針・予定 

 県内自治体の公共交通政策への支援をおこないつつ、これまでの活動を前に進めていく。①デマンド交通のサブスクについて、フィールド側

の準備が整った時点で実証実験を始めて、乗降確認やデータ取得が適切にできているか、運用上の問題はないか等を確認する。サブスク化に伴

って、利用実態がどのようになるか確認する。②バス運行情報提供について、表示されている情報を受け取る方々の反応を把握し、よりよい情

報提供について検討したい。③適宜、自治体などへの情報提供、支援活動を行い、今年度もCEATECに出展する。RabiPeoCaを使ってもらえるフ

ィールド獲得に努めたい。 

※ 必要に応じて参考資料を提出願います。  
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いわて未来づくり機構 分野間連携による農林水産業振興作業部会の実績報告・活動計画 

 

テーマ：分野間連携による地域の持続可能な農林水産業の振興     座長：澤井 健    担当団体 岩手大学 

 

報告要旨 

令和6年度、いわて未来づくり機構の分野間連携による農林水産業振興の重点分野として、岩手県の基幹産業である畜産業に着目し、「いわて

畜産テリトーリオ」構想の具体化を進めた。岩手大学を中心に、自治体や関係機関と連携し、JST「共創の場形成支援プログラム（COI-NEXT）地

域共創分野・育成型（令和6･7年度）」に申請した結果、令和6年10月に採択された。 

令和7年度には「地域共創の場会議」を開催し、本格型申請に向けた構想のブラッシュアップを実施するとともに、「いわて畜産テリトーリオ

創造拠点コンソーシアム」を設立した。本格型提案では、畜産を軸に産業・コミュニティ・文化・自然を結び付ける「いわて畜産テリトーリ

オ」による地域共創社会モデルを提示し、学際的研究体制や共創型リビングラボの導入など先進的な構想を提案した。 

育成型期間中は、38機関・延べ68名の研究者が参画し、シンポジウムやフォーラム、セミナー、ワークショップなど計18回のイベントを開

催、延べ667名が参加した。地域住民や若者を含む多様な主体との対話を重ねながら、畜産を起点とした地域の将来像やウェルビーイングの向上

について議論を深めた。また、遠隔獣医療や自給飼料生産など実装を見据えた研究開発にも着手し、地域課題を多面的に捉える共創体制を構築

した。 

しかしながら令和7年度に実施された本格型昇格審査では不採択となった。構想の独自性や地域適合性は評価された一方で、将来像の具体性や

バックキャストに基づく研究課題の整理・戦略性に課題が指摘された。今後はこれらの課題を精査しながら、これまで構築した産学官連携体制

や研究基盤を活用し、地域イノベーション創出に向けた取組を継続・発展させていく。 

 

１ 令和７年度の作業部会開催実績・検討内容等 

・令和7年7月9日 令和7年度第1回地域共創の場会議を開催し、今後の構想・研究開発課題のブラッシュアップ方針、令和7年度活動計画及

び「いわて畜産テリトーリオ創造拠点コンソーシアム」の設置について協議した。研究開発課題では、循環型飼料生産流

通システムの構築に向け、家畜栄養、飼養管理、品質・機能性、資源循環の視点を加えた検討を進める方針を確認した。

また、セミナー、ワークショップ、ハンズオン支援（JST）等を通じて本格型申請に向けたブラッシュアップを進めるこ

ととした。さらに、プロジェクトへの幅広い参画を促進するためのコンソーシアム設置を承認し、令和7年7月9日付で発

足した。 

・令和7年11月11日 令和7年度第2回地域共創の場会議を書面開催した。本格型昇格に向けて実施してきた活動成果を踏まえ作成した昇格審査

書類について協議し、11月12日までにJSTへ提出することを了承した。また、令和8年1月12日に予定されている面接審査

に向けた面接用資料の作成及び審査対応については、プロジェクトリーダーに一任することを了承した。 
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２ 令和７年度の活動に係る成果と課題等の評価 

活動計画 活動状況 活動成果 課題 

「いわて畜産テリト

ーリオ」構想のブラッ

シュアップ、本格型申

請に向けた研究開発課

題の具体化、共創体制

の強化および持続可能

な運営基盤の構築 

地域共創の場会議を開催し、
研究開発課題や将来ビジョンの
検討を進めるとともに、「いわて
畜産テリトーリオ創造拠点コン
ソーシアム」を設立した。ま
た、フォーラム、セミナー等を
実施し、産学官民による連携体
制の強化と研究開発の推進に取
り組んだ。 

畜産を核とした地域共創モデルの構

想を深化させ、本格型申請に向けた提

案を取りまとめた。多様な研究者・関

係機関による共創ネットワークを構築

するとともに、遠隔獣医療や自給飼料

生産、スマート畜産等の研究開発を推

進し、地域課題解決に向けた実践的な

取組基盤を整備した。 

COI-NEXT本格型への昇格はかなわなか

ったものの、「いわて畜産テリトーリオ」

構想は維持し、引き続き推進していく。こ

れまで構築した産学官民の共創ネットワー

クや研究推進体制を活用しながら、社会実

装に向けた取組を継続する。また、畜産分

野を核としつつ、農業・林業・水産業を含

む農林水産分野全体への展開について議論

を開始し、地域イノベーション創出拠点の

形成を目指す。 

 

３ 令和８年度の活動方針・予定 

令和８年度は、本格型不採択の結果を踏まえ、審査で指摘された課題の分析と改善を重点的に進める。特に、「日本型テリトーリオ」の将来像

をより具体的かつ共有可能な形で再構築するとともに、未来像からバックキャストした研究開発課題やターゲットの明確化を図る。また、これ

まで形成してきた産学官民による共創ネットワークを維持・発展させ、「いわて畜産テリトーリオ創造拠点コンソーシアム」を核として、多様な

主体の参画を促進する。遠隔獣医療、自給飼料生産、スマート畜産・畜産DXなどの先行的取組を継続し、研究成果の社会実装に向けた検証を進

めるとともに、地域住民や若者との対話の場を拡充し、地域のウェルビーイング向上につながる実践活動を推進する。さらに、本プロジェクト

で培われた共創手法やネットワーク、研究推進体制を活用し、畜産分野にとどまらず、農業・林業・水産業を含む農林水産分野全体への展開を

図ることで、地域課題の解決と新たな価値創出を担う地域イノベーション創出拠点の形成を目指し、議論を開始（令和８年中開催予定の作業部

会で実施）する。 
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【参考】本格型昇格審査資料（プロジェクト概要） 
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いわて未来づくり機構 少子化対策支援作業部会の実績報告・活動計画 

 

テーマ：地域課題の詳細な分析に基づく施策立案に向けた伴走型支援（令和７年度） 

仕事と子育ての両立支援に取り組む企業に対する支援   （令和８年度）  座長：菊地 宏明  担当団体：岩手県保健福祉部 

 

報告要旨 

 令和７年度は、盛岡・県北地域の町村を対象として、国の少子化対策地域評価ツールを活用し地域の実情に合わせた施策を展開できるよ

う、県が専門家等と連携を図りながらワークショップや研修会等を行う伴走型支援を実施。各町村が設定した「目指すべきまちの姿」に向け

て少子化対策関連事業を立案した。なお、伴走型支援の実施により、長期的な視点が必要な施策については、施策の実現に向けて勉強会を開

催する等、広域振興局において継続的なフォローアップを実施している。 

令和８年度においては、仕事と子育ての両立を図るために企業が策定する「一般事業主行動計画」について、県内の企業の多くが法律上努力

義務である従業員100人以下の企業であり策定が進んでいないことから、計画未策定の企業に対して社会保険労務士を派遣し、企業の現状把握

や課題分析、行動計画策定のための助言、指導を行い、企業の主体的な取組を支援するとともに、計画策定をさらに後押しするため、対象とな

る企業の規模等について企業や商工団体等と丁寧に協議・調整を行いながら、策定義務化対象企業の拡大に係る県条例の年度内策定を目指す。 

 

 

１ 令和７年度の作業部会開催実績・検討内容等 

・令和７年４月21日他 国の少子化対策地域評価ツール（少子化に関する課題分析を実施し、対策を検討するためのツール）を活用し、

県と町村が力を合わせて、地域の少子化の要因について幅広い視野から把握・分析し、課題解決に向けて地域の実

情に応じた効果的な対応策を検討するワークショップを開催。【計７回】 

実施にあたっては、令和６年度のワークショップ実施状況等を踏まえ、自然減対策のみならず社会減対策を含め

た検討に資するため、分野（部局）横断的な伴走支援チーム体制を構築。 

 

■会場：一戸町役場、二戸地区合同庁舎 

■参加市町村：葛巻町、岩手町、軽米町、九戸村、一戸町（オブザーバーとして二戸市、八幡平市が参加） 

 県（保健福祉部、政策企画部、ふるさと振興部、広域振興局の職員）は、事務局及びメンバーとして各町村の

グループワークに参加。 

Day０（4/21） ・事業の全体像・ゴールの共有 

・地域アプローチの概念の説明及びデータ活用方法のインプット 

Day１（5/19） ・客観的データに基づく町村の現状の把握 

・取り組むべき課題・町村の目指すべき姿に基づくロジックモデルの設計 
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Day２（6/2） ・主観調査内容の整理 

・住民の声から見えてきた課題解決方向性（解決すべき事象）の整理／設定 

Day３（8/4） ・ロジックモデル、課題解決方向性を踏まえた事業アイデアの構想・策定 

Day４（8/25） ・課題解決方向性を踏まえた事業アイデアの構想・策定 

Day５（9/1） ・個別町村での実施が難しい広域検討が必要な事業の洗い出し 

・県、圏域に対する事業提言の作成 

Day６（9/24） ・効果、実施難易度を踏まえた優先検討事業の設定、簡易事業計画の作成 
 

・令和７年４月24日 

 

 

少子化対策の検討、立案に向けて、地域ごとの特徴や課題について整理するため、「地域経済分析システム

（RESAS）」を用いた広域分析手法を習得するための研修会を実施。 

 

■講師  内閣官房デジタル田園都市国家構想実現会議 事務局、 

内閣府地方創生推進室 ビッグデータチーム  田切麻紀子氏 

■参加者 参加市町村、県（保健福祉部、政策企画部等） 

■内容  Ⅰデータを扱うということ 

     ⅡRESASを活用した人口動態分析（実践） 

・令和７年７月７日他 取り組むべき課題の達成に向けて住民の思い・課題・価値観などを探索、深堀するため、管内住民等に対する主

観調査（インタビュー調）を実施※。【計５回、7/7葛巻町、7/8九戸村、7/9一戸町、7/10岩手町、7/11軽米町】 

※転入世帯（U・Iターン）、未婚、既婚、子育て世帯、企業の総務人事担当に個別、グループインタビューを実施 

  

上記の他、県北広域振興局において、令和６年度の本事業参加町村等を対象とした人口減少問題等に関する市町村職員勉強会を開催。 

■開催期間 令和７年４月～12 月 ８回開催 

■場所   久慈地区合同庁舎 

■参加者  久慈市、普代村、野田村、洋野町の職員、県北広域振興局職員等 

■内容   令和６年度事業の振り返り、令和７年度実施事業の状況報告、事業検討等 
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２ 令和７年度の活動に係る成果と課題等の評価 

活動計画 活動状況 活動成果 課題 

モデル町村における伴走型

支援の実施 

（第１期：令和６～７年度） 

・小規模な町村においては、少子化対策
の立案等に携わるマンパワーが不足
していることなどが課題であること
から、伴走型支援を実施。 

・ワークショップ、主観調査（インタビ
ュー調査）、RESAS研修を実施。 

・ワークショップや研修等を通じ、

町村職員の政策立案能力を養成。 

・ワークショップでの検討内容を基

に、支援町村の令和８年度当初予

算において、少子化対策関連施策

の事業化が実現（新規・拡充）。 

 

・長期的な視点が必要な施策の実

現に向けて、継続的にフォロー

アップが必要。 

・自然減対策のみならず、若者の転

出など社会減対策も含めた取組

が重要。 

 

 

３ 令和８年度の活動方針・予定 

・ 伴走型支援の実施により、長期的な視点が必要な施策については、施策の実現に向けて各広域振興局において勉強会を開催する等、継続的 

なフォローアップを実施。 

・ 令和８年度においては、仕事と子育ての両立を図るために企業が策定する「一般事業主行動計画」について、県内の企業の多くが法律上努 

力義務である従業員100人以下の企業であり、策定が進んでいないことから、計画未策定の企業に対して社会保険労務士を派遣し、企業の現

状把握や課題分析、行動計画策定のための助言、指導を行い、企業の主体的な取組を支援。 

  また、計画策定をさらに後押しするため、対象となる企業の規模等について企業や商工団体等と丁寧に協議・調整を行いながら、計画策定

義務化対象企業の拡大に係る県条例の年度内策定を目指す。 

 

※ 必要に応じて参考資料を提出願います。  
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【いわて子育てにやさしい企業等認証】

認証継続企業：252社［R８.３］

【次世代育成支援対策推進法に基づく一般事業主行動計画の策定促進】

・商工団体等と意見交換

一般事業主行動計画の策定促進に向け、商工団体等の意見などを踏まえ、企業支援を強化

■社会保険労務士の派遣【R8新規】

・岩手県社会保険労務士会との契約（R8.5月～）

・企業支援のための研修を実施（R8.5月）

・研修会終了後、希望企業への訪問支援開始（R8.6月以降順次派遣）

■県条例の制定に向けた取組【継続】

・企業や商工団体等と引き続き協議・調整を行い、対象企業の拡大に向けた県条例の年度内策定を目指す

・パブリックコメント開始（R8.５月～）

■いわて子育てにやさしい企業認証【継続】

令和８年度の取組

令和７年度の取組実績

※県内に本社を置く企業

子育て応援推進事業費（仕事と子育ての両立支援事業）

〔意見交換実施機関〕
県商工会連合会（青年部）
県商工会議所連合会

（金融理財部会、中小企業委員会）
県中企業団体中央会
商工会議所（北上、大船渡、久慈）

５月25日開催の研修の様子
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少子化対策を検討するワークショップ及び住民調査
RESAS
研修

【4/24】

新たな少子化対策にチャレンジする意欲のある町村が、国の少子化対策地域評価ツール（少子化に関する課題分析を実

施し、対策を検討するためのツール）を活用し、地域の実情に合わせた施策を展開できるよう、県が部局横断により伴走型

支援を実施

《Day6》《Day5》《Day4》

【事業参加町村】 岩手町、葛巻町、軽米町、九戸村、一戸町

《Day3》《主観調査》《Day2》《Day1》《Day0》
オリエン
テーション
【4/21】

地域の現状の
構造的整理、
ロジックモデル
の作成
【5/19】

ロジックモデル
に基づく主観
調査（対象、項
目）の設計
【6/2】

主観調査に基
づいたロジック
モデルのブラッ
シュアップ
【8/4】

住民等への
インタビュー
調査
【7/7～11】

ロジックモデル
に基づいた事
業アイデア発想
【8/25】

広域事業の
検討
【9/1】

実施事業の優
先順位付け、
今までの議論
内容の整理
【9/24】

1

市町村少子化対策支援事業費（地域課題分析型少子化対策支援事業）

令和7年度の取組実績

令和8年度の取組

■本事業についてはR7年度で事業終了（R6年度から２か年にかけて希望する小規模町村に対して伴走支援を実施済）。

■R8年度以降は、上記伴走支援チームの構成部局のうち本庁・広域局の特命課長を中心に、引き続き市町村の特性を踏ま
えた伴走支援を実施。

〇R6ワークショップの結果を踏まえ、県の少子化対策関係部局による伴走支援チームを構成し、ワークショップのファシ
リテーター、町村の政策形成に係る助言を実施。
【保健福祉部（子ども子育て支援室）、政策企画部（政策企画課）、ふるさと振興部（地域振興室）、広域振興局（経営企画部、保健福祉環境部）】
〇専門家等の助言（県立大学役重准教授）や、国（RESAS研修）、近隣自治体（二戸市、八幡平市）の協力を得て、重層的
な伴走支援を実施。
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2

目指すべきまちの姿

若い女性が住みやすい
町、状態

葛巻町

取り組む事業案

目指すべきまちの姿

子育て世代が岩手町で
子育てしたくなる状態

岩手町

取り組む事業案
こどものための施設化事業

子どもが遊べる公園・施設
がある
近場で子どもが楽しめる

目指すべきまちの姿

共働き世帯が子育て
したいと思える村

九戸村

取り組む事業案

目指すべきまちの姿
結婚を望む人が出会い
やすい環境をつくり、結婚
するチャンスを増やす

一戸町

取り組む事業案

ワークショップ参加町村では、地域課題の分析結果等に基づき、目指すべきまちの姿を設定し、その目標達

成に向けて令和８年度予算での事業実施を検討。

：引き続き検討を行う事業案

葛巻町住まい確保応援事業

企業の魅力発信力向上事業

住まいに関するワンストッ
プ相談窓口
民間賃貸住宅リフォーム補
助

企業の魅力を上手く出せる
求人
企業の魅力(待遇等)の充実
プロ人材による情報発信

若者交流促進事業

町内の若者が気軽に集える
場を整備し、新たなつなが
りを創出
若者同士が集う機会を創出
し、新たなコミュニティの形
成を促進

新

新

新 拡：令和８年度新規の事業案 ：取組内容を拡充する事業案

目指すべきまちの姿

子育て世代（30歳

前後）に選ばれる町

軽米町

取り組む事業案
子育てガイドブックの更新

定期的な情報発信
(月1回のメールマガジン
など)

拡

継

継

子育てにやさしい店舗
認承・補助金事業

飲食店が気軽に利用できる
子育て世代が利用しやすい
店舗が増える

継

子育て情報発信事業

遊び場、イベントなど情報発
信するチームが活動
子育て世代に情報発信して
もらう

継

子育て支援住宅等整備事業

子育て世代が複数定住する

継

拡

メタバース婚活イベント

独身の若者が1人や、友達
と一緒に参加できるイベン
トの提案

継

土地建物バンク

バンクの情報から申し込む
ことで、支援を受けられる

継

ご近所すけっ隊
(子育て支援ver.)

保護者の負担軽減
ゆとり時間の創出
高齢者の人材活用

拡

九曜塾（子ども向け）

子どもの教育の充実

拡

子育て支援ポータルサイト
の作成（子育て支援事業等
の周知）

子育てのシュミレーション
ができる
自分に合った情報が入手で
きる

継

フリー講座（大人向け）

相談できる場

継

奥中山高原での
大規模野外イベント

同一の趣味趣向を持つ人(同じ界
隈)同士が同じ時間を共有するこ
とで出会いの場が自然発生的に
生まれる
地域の魅力づくりにつながり、
「若者から選ばれる」の要因の一
つとなる可能性

継

お祭りビアガーデン継

若者向け町民セミナー継

毎年盛大に開催される「一戸まつ
り」を通して未来を担う若者たち
が交流し、町の魅力を再確認
若者同士の関わりが増えること
により、自然な出会いの場となり、
結婚するチャンスにつながる

同じ趣味、関心を持つ同年代の
若者が交流することにより、セミ
ナーをきっかけとした自然な出
会いの機会を提供

[参考]地域課題分析型少子化対策支援事業ワークショップ
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広域事業の検討（ワークショップDay5におけるアイディア出し）

事業概要事業名等検討テーマ

○入社後1年目、3～5年目の社員を対象に、企業研修＋ワークショップ＋懇親会を開催
○会場、事務局は管内市町村が持ち回りで担当
○研修例：実務に役立つ内容、メンタルヘルス、起業家講演

企業合同職員研修

若者の出会い
の機会創出 ○廃校を活用した若者が集まれる場所づくり

○地元の食材を使ったBBQイベント、日本酒＆ビールイベント
○事業を立ち上げる人材の育成

その他のアイディア

○AI、LINEを活用し、24時間365日対応のオンライン子育て相談体制を整備子育て相談24時

子育て世代の
支援 〇体験・交流だけでなく、食事もとれて１日中過ごせる場

〇子どもの森の活用（出張子どもの森）
〇廃校の活用

子どもと親が交流できる、子ども
が様々な体験ができる場づくり

〇学生や求職者向けツアーと絡める優良企業への視察・見学ツアー

若者・女性に

選ばれる企業

になるために

〇働きやすい職場づくり、ジェンダー解消
〇職歴・役職に応じて数コース設定

企業向けセミナー

〇トイレなどきれいな職場環境 〇おいしい社食、くつろぎスペース
〇社宅 〇通勤手当

施設改修、社宅整備に関する補
助

〇職場見学以上インターンシップ未満の職場見学
〇企業の情報をまとめたHP
〇企業PRに関するアドバイザー派遣

求職者への企業情報の提供

○メタバース空間で大きなくくり（チャンネル）をつくる（音楽、ゲーム、マンガ、スポーツ）。

○月１回程度の集まり。
メタバースサークルメタバースの

活用
○メタバースサークルに関連した界隈の有名人を呼び、オフ会を開催。大オフ会開催

［参考］地域課題分析型少子化対策支援事業ワークショップ
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いわて未来づくり機構 地域人材育成作業部会の実績報告・活動計画 

 

テーマ： 岩手県での「Co－learning基盤」を用いた「ビヨンド・“ゼロカーボン”」社会を担う人材育成手法の開発   

座長：島田 直明   担当団体：岩手県立大学 

 

報告要旨 

 令和７年度は「人を育て・地域を変える」基盤づくりの一つである地域人材育成の手法を開発するために、①小中高校における課題解決授

業の実施、②地域住民による課題解決に向けたイベントの開催を行った。 

 

１ 令和７年度の作業部会開催実績・検討内容等 

・令和７年５月～11月 小中学校における海辺環境の課題解決授業 

【実施概要】 

１ 地元の海辺の自然資源と課題の発見 ➣野田小学校５回、広田小学校６回 

２ 海浜植物による景観再生➣釜石東中学校４回 

・令和７年６月～令和

８年１月 

高校におけるＳＤＧｓ脱炭素・未来ワークショップ、まちづくり学習 

【実施概要】 

１「ＳＤＧｓde 地方創生」カードゲーム、脱炭素未来ワークショップの実施 

➣葛巻高校、北桜高校で各３回、宮古商工高校で５回 

２ まちづくりワークショップ ➣宮古商工高校で4回 

・令和７年７月～１２

月 

① 盛岡リビングラボ   

会場：岩手県立大学アイーナキャンパス（参加者20名） 

日時：７月１日 時間：13：30～16：30 

 ・ZOOMOプロジェクト 

  実施内容：自然共生圏30by30への登録に必要なことや活動について検討 

 ・象と花プロジェクト 

実施内容：象と花プロジェクトの理解を深め、古書回収設置個所を増やすための方策について検討 

②盛岡リビングラボ（参加者20名） 

・象と花プロジェクト 

会場：岩手県立大学アイーナキャンパス（参加者） 

日時：10月８日（水） 15：00〜16：30 

実施内容：実施できるような具体策を考え、アクションプラン作成に向けて 
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③ 盛岡リビングラボ（参加者30名） 

・ZOOMOプロジェクト 

会場：岩手県立大学アイーナキャンパス 

日時：12月20日 時間：10：00～16：30 

実施内容：ZOOMOの自然共生サイト認定を契機としてモニタリング調査等の支援を市民団体に要請した。 

④ 盛岡リビングラボ（参加者20名） 

 ・ZOOMOプロジェクト 

会場：岩手県立大学アイーナキャンパス 

日時：３月28日 時間：10：00～12：00 

 実施内容：様々な団体（行政：環境省、盛岡市公園緑課、森林課、環境課 市民団体や企業等）がR8年度に実施で

きそうな支援とその体制について検討・報告 

 

２ 令和７年度の活動に係る成果と課題等の評価 

活動計画 活動状況 活動成果 課題 

１ 小中学校における海辺環

境の課題解決授業の実施 

 

・野田小学校・広田小学校・釜石東中学校に
おいて、海辺環境の課題解決に関する授業
を実施した。 

 

・野田小学校・広田小学校において

授業の前後に児童へのアンケート

を実施した結果、海浜植物や海ゴ

ミ問題の認知度向上に繋がったこ

とが分かった。 

・小学校教諭でも授業が

実施できるようなマニ

ュアルの作成や指導で

きる人材育成必要 

 

２ 高校におけるSDGs脱炭

素・未来ワークショッ

プ、まちづくり学習の実

施 

 

・県北の葛巻高校、北桜高校、沿岸の宮古商
業高校で、「SDGs de 地方創生」カードゲ
ーム、脱炭素未来ワークショップを行った
ほか、宮古商工高校ではこれらをベースに
まちづくりワークショップを行った。 

 

・町の未来を担う高校生が、町や自

分の将来について真剣に考え、探

求の時間を使って地域課題に取り

組むきっかけづくりとなった。 

 

・高校で自律的持続的に

ワークショップが行え

るよう人材の育成が必

要 

 

３ 盛岡リビングラボ 

・ZOOMOプロジェクト、象と

花プロジェクトを実施 

・ZOOMOプロジェクト 
 自然共生サイト認定後のモニタリング調査

等への理解が深まった。 
・象と花プロジェクト 
 古書回収についてIGR、岩手県立大学等の

協力により回収個所の拡大が図られた。岩
手県立大学では1000冊を超える古書が回収
された。 

・産学官連携に市民を巻き込んだリ

ビングラボの場で、具体的な2つの

プロジェクトの支援を行うことが

できた。 

・企業等が自律的にプロ

ジェクトを進めること

ができる仕組みの検討

が必要。 

 

３ 令和８年度の活動方針・予定 
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１ 人材育成の取組 

 （1）小中学校における海辺環境の課題解決授業 

   ①地元の海辺の自然資源と課題の発見、海浜植物による景観再生 

 ⇒令和7年度の反省点などを踏まえてブラッシュアップおよびマニュアル化を進める。 

  教員が自律的に授業が行えるよう支援を行う。 

（2）高校におけるSDGs脱炭素・未来ワークショップ、まちづくり学習 

   ①「SDGs de 地方創生」カードゲーム、脱炭素未来ワークショップ等の実施 

  ⇒葛巻高校、北桜高校で各３回、宮古商工高校で６回を予定 

   葛巻高校では自律的な運営に向けて教員向けの研修を行う   

２ リビングラボを活用した市民、企業、大学、行政による課題解決の実証 

  ⇒ZOOMOプロジェクト 自然共生サイト認定申請が行われ、市民団体が具体的な支援活動を開始する。 

   象と花プロジェクト 滝沢市等と連携し、新規事業を展開する。岩手県立大学の教員による事業の効果等の研究を進める。 

※ 必要に応じて参考資料を提出願います。  
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１ R7年度 小中学校における海辺環境の課題解決授業

●野田小学校 4年生 3８名
1回目 5月30日 海辺の植物観察
2回目 9月16日 海辺の植物観察・海ゴミ拾い
3回目 10月1日 海ゴミ分類
4回目 11月5日 海ごみアート
5回目 11月28日まとめ・海辺ゲーム
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１ R7年度 小中学校における海辺環境の課題解決授業

●広田小学校 5年生 13名
1回目 5月28日 砂浜観察・植物観察
2回目 6月17日 風・温度の内陸・海辺の比較
3回目 9月24日 雑草抜き・海ゴミ拾い
4回目 10月21日 海ごみ分類
5回目 11月14日 海ゴミアート作品づくり
6回目 11月26日 まとめのゲーム
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１ R7年度 小中学校における海辺環境の課題解決授業

●釜石東中学校
1年生：33名 2年生：30名 3年生：23名

1回目 5月23日 1年生：座学・2年生：種蒔き
2回目 6月4日 全学：雑草抜き＆海ゴミ拾い
3回目 7月9日 全学：雑草抜き＆海ゴミ拾い
4回目 10月9日 2年生：植栽
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２ 高校におけるSDGｓ脱炭素・未来ワークショップ、まちづくり学習

高校におけるSDGs脱炭素・未来ワークショップ、まちづくり学習（総合的な探求）
地域における未来を担う人材の育成を図るため、高校の総合的な探求の時間を使ってSDGs脱炭素未来
ワークショップを実施（葛巻高校、北桜高校、宮古商工高校の総合・商業系クラス）
①「SDGs de 地方創生」カードゲームの実施
地方創生を進めるためにはSDGsの経済・社会・環境の3側面と人口問題を統合的に進める必要があるこ
とをカードゲームを通して学びます。
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②脱炭素未来ワークショップの実施 2050年人口減少と気候変動による影響でそのよ
うな社会になるのかを学んだ後にグループワークで未来の課題とその解決策を考え
るワークショップを実施し提案を地元自治体に示します。
③宮古商工高校ではこれらの学びをベースに宮古市のまちづくりを考えるワーク
ショップを実施し、様々な提案を考え、市役所に提案しました。
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高校生たちはこれらの学びを発展させ

〇葛巻高校のチームが「地産地消ツアー～昆虫食を考える～」で2023
年度岩手県大会 SDGs QUEST アクションアイデア最優秀賞を受賞

〇北桜高校のチームが空き家の活用提案「ド田舎JKの放課後計画」で
明海大学主催の2024年度「高校生が考える「空き不動産活用コンテス
ト」で優秀賞を受賞し、さらに地元の古民家で未来を考えるイベント
「空き家 de SUGOSO？」を開催するなど地域課題に対して積極的に取
り組む動きが見られるようになりました。

岩手日報より62
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産学官と市民による地域課題の解決を目指し、ZOOMO、象と花プロ
ジェクトを実施。ZOOMOプロジェクトでは自然共生サイトの認定手続
きに進み、市民団体等による支援が始まっている。象と花プロジェク
トでは、岩手県立大学の教員による共同研究を開始し、企業等の支援
が拡大している。

３ 盛岡リビングラボの開催

アイーナキャンパスで実施した
リビングラボ 象と花プロジェ
クト 支援内容の検討中

岩手県立大学に設置した象と
花プロジェクトの古書回収
ボックス 1000冊を超える古
書を回収

ZOOMOプロジェクト 特定外来種
のオオハンゴンソウを市民パワー
で駆除
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いわて未来づくり機構 会則 

（名称） 

第１ 本組織は、「いわて未来づくり機構（以下「機構」という。）」という。 

（目的） 

第２ 機構は、岩手県内で活動する組織が智慧と行動力を結集するためのネットワークを構築し、岩手県の地域社会の総合的な発展に向けて県民

力を挙げオール岩手で取り組み、具体的に実践していくことを目的とする。 

（構成） 

第３ 機構は、第２の設置目的に賛同し、事務局に入会の意思を表示した岩手県内で活動する組織（以下「会員」という。）をもって構成する。 

（活動事項） 

第４ 機構は、第２の目的を達成するために次の活動を行う。 

(1) 岩手県の地域社会の総合的な発展に資する方策の検討及び実践

(2) (1)に係る情報発信

(3) 会員相互及びラウンドテーブルと会員の意見交換及び情報共有

(4) (1)～(3)を行うためのネットワークづくり

(5) その他、機構の目的を達成するために必要な事項の検討及び実践

（ラウンドテーブル）

第５ 機構にラウンドテーブルを置く。 

２ ラウンドテーブルメンバーの変更は、ラウンドテーブルメンバーの過半数の承認を得て行う。

３ ラウンドテーブルは、共同代表が必要と認めたとき開催する。

４ ラウンドテーブルは、岩手県の地域社会の総合的な発展のために克服すべき重要な課題について意見を交換し、提言を行う。

５ 必要に応じ、学識経験者等にラウンドテーブルへの出席を求めることができる。 

参考資料２
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（共同代表） 

第６ 機構に共同代表を若干名置く。 

２ 共同代表は、ラウンドテーブルメンバーの中から互選する。 

３ 共同代表は、それぞれが機構を代表し、機構の業務を統括する。 

４ 共同代表の任期は、２年とする。ただし、再任を妨げない。 

（総会） 

第７ 総会は、共同代表が招集する。 

２ 総会の議長は、共同代表が務める。 

３ 総会は、次の事項を議決する。 

(1) 事業計画の決定及び変更 

(2) 事業報告の承認 

(3) 会則の制定及び改正 

(4) その他必要と認められる事項 

（企画委員会） 

第８ 機構に、活動の企画・調整を担う企画委員会を置く。 

２ 企画委員会は、ラウンドテーブルメンバーが指名する者をもって構成する。 

３ 企画委員会に委員長を置く。 

４ 委員長は、企画委員の中から互選する。 

５ 企画委員会の運営については、別に定める。 

（アドバイザリーボード） 

第９ 機構に、特定の課題に対し提言を行うアドバイザリーボードを置くことができる。 

２ アドバイザリーボードの設置及び廃止は、ラウンドテーブルで決定する。 

３ アドバイザリーボードは、ラウンドテーブルメンバーが指名する者をもって構成する。 

４ アドバイザリーボードの運営については、別に定める。 

77



（作業部会） 

第10 機構に、特定の課題に関する連携・協働の方針の策定、協働事業の企画立案及び協働事業の実践並びに必要な調査研究等を行うため、作業

部会を置くことができる。 

２ 作業部会の設置及び廃止は、ラウンドテーブルで決定する。 

３ 作業部会は、ラウンドテーブルメンバーが指名する者をもって構成する。 

４ 作業部会の運営については、別に定める。 

（会費） 

第11 機構の会費は、無料とする。ただし、一部事業の実施に伴い、参加負担金等を徴収することができる。 

（事務局） 

第12 機構の事務を処理するため、事務局を置く。 

２ 事務局は、ラウンドテーブルメンバーが協力して運営する。 

（その他） 

第13 この会則に定めるもののほか、機構の運営に関し、必要な事項は、共同代表が別に定める。 

 

附則 この会則は、平成20年４月24日から施行する。 

附則 この会則は、平成22年５月25日から施行する。 

附則 この会則は、平成23年７月19日から施行する。 

附則 この会則は、令和元年７月８日から施行する。 

78


	次第・出席者
	資料１　復興教育作業部会の廃止について
	資料２　議案第１号　R７年度活動実績（案）
	資料３　議案第２号　R８年度活動計画（案）
	参考資料１　作業部会の取組について.pdf
	かけ橋作業部会
	復興教育作業部会
	いわて復興未来塾作業部会
	イノベーション推進作業部会
	地域公共交通作業部会
	分野間連携による農林水産業振興作業部会
	少子化対策支援作業部会
	地域人材育成作業部会

	参考資料２　いわて未来づくり機構会則.pdf

